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平成30年12月3日

株主各位

第52回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

事業報告の会社の体制及び方針　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ １頁
連結計算書類の連結株主資本等変動計算書　‥‥‥‥‥‥‥‥ ５頁
連結計算書類の連結注記表　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ６頁
計算書類の株主資本等変動計算書　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14頁
計算書類の個別注記表　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 15頁

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第18条に基づき、インターネット上の当社ホームページ
（http://www.sacos.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
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会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は次のとおりであります。
①職務執行の基本方針及び当社における内部統制システムの特徴

　当社は、以下の企業理念と経営方針を制定しており、すべての役員と従業員は、これを職務執行の拠り所と
して、法令・定款の遵守はもとより、社会から信頼される企業風土の構築を目指しております。

企業理念 当社は、常に未来を見つめ、時代に対応する柔軟な企業姿勢で、機械・機器レンタルを通じて社
会に貢献します。

経営方針

1.お客様の信頼と安心にお応えできるような企業経営を目指します。

2.社員は財産。この考えを基に人を大切にし、人を活かした経営を行います。

3.あらゆるステークホルダーの皆様に報いるために、常に安定した経営と業績向上を目指します。

　また、当社は、プロフィット制という部門ごとの独立採算制を採用し、各部門（プロフィット）が主体性を
持って事業運営を行っております。内部統制の面でも、各プロフィットが責任を持って進めることとし、それ
を補うものとして全社的なチェック体制を整備しております。

②取締役及び従業員の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
　当社は、定期的に実施している新入社員教育・昇格研修等の役職員教育において、法令や企業理念・経営方
針を繰り返し伝えることにより徹底しております。
　また、各プロフィットでは、実際の業務執行にあたって、法令・定款、企業理念、経営方針を遵守するため
の業務手順が定められ、各プロフィットの所属長及び管理課長がその手順通りに業務が行われているかどうか
をチェックしております。さらにそのチェック体制が機能しているかどうかは、監査室が内部監査を通じて、
確認しております。
　なお、法令・定款違反があった場合は、社内の処罰委員会にて調査の上、取締役会に報告、取締役会にて、
処罰の決定と再発防止のための指導を行っております。
　従業員が社内で法令・定款違反行為がなされるか、なされようとしていることに気づいたときは社長又は取
締役・監査役に直接通報できることとしております。（匿名も可）
　会社は誠意を持って対応し、情報提供者が不利益を被らないように取り計らうこととしております。

③取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　当社は、取締役会を始めとする重要な会議の議事録や各取締役が職務執行にあたり決裁した稟議書等の文書
を法令等に基づき、定められた期間保管しております。
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④損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、コンプライアンス、資産、債権、安全等の各部門の所管業務に付随するリスクについて、各部門に
おいて、関連規程、決裁基準を設け、これに基づき、周知・徹底を図るものとし、新たに生じたリスクについ
ては、取締役会においてすみやかに対応部署を定め、対応することとしております。

⑤取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、取締役会で決定した全社の計画立案指針に基づき、各プロフィットが事業計画を策定し、その達成
に向けて自主的な運営を行っております。各プロフィットを担当する取締役は、月例会議に出席し、結果に対
する分析とその改善を図ることにより、目標達成のための業務の効率化を実現することとしております。

⑥当会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、親会社である西尾レントオール株式会社で定めたグループ会社の運営・管理に関する基本方針に基
づき、連携しながらも、親会社からの事業上の制約は受けず、独自性を発揮して事業活動を行っております。
　また、親会社と当社の監査役間の情報交換・意見交換により、当社の職務執行の適正を確保する体制をとっ
ております。
(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社では、「関係会社管理規程」を定めて、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、
当社への定期的な報告を義務付けております。
(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社では、「関係会社管理規程」及び「内部監査規程」に基づき、子会社においてリスクが発生した場合
は、社長及び当社所管部門へ報告を行い、当社と連携して処置にあたります。当社の監査室は、管理状況を
確認し、必要に応じて改善を行います。
(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社では、「関係会社管理規程」に基づき、子会社は、毎期の事業計画を当社とすりあわせの上策定し、
その達成に向けて自主的に運営しております。また、当社の役職員が子会社の取締役、監査役に就任し、子
会社の職務執行の適正を確保する体制をとっております。
(4) 子会社の取締役及び従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　子会社は、「倫理規程」を制定し、すべての役職員に周知徹底しております。また、当社の監査室は、「内
部監査規程」に基づき、内部監査を実施し、コンプライアンスの状況について確認を行います。

⑦監査役がその補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する体制並びにその従業員の
取締役からの独立性及び指示の実効性に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合、取締役会は、監査役と協議の上、選任する
ものとし、指名された従業員は、取締役から独立して、監査役の指揮命令の下、業務を行うこととしておりま
す。また、当該従業員の人事異動・人事評価等については、監査役の意見を尊重することとしております。
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⑧取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
　取締役及び従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事項、重大な法令・
定款違反、内部監査の実施状況等の内容をすみやかに報告しております。
　また、監査役は、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び従業員にそ
の説明を求める体制をとっております。

⑨子会社の取締役・監査役及び従業員が当社の監査役に報告するための体制
　子会社の取締役・監査役及び従業員は、当社の監査役の求めに応じて、業務執行の状況を報告することとし、
当社及び子会社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項を発見したときはすみやかに当社の監査役に報告する
こととしております。

⑩監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制
　当社及び子会社は、「内部通報制度運用規程」を制定し、通報等をしたことを理由として不利益な取扱いを
することを禁止しております。

⑪監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又
は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役会は、職務の執行上必要と認める費用については、予め予算を計上しておくこととしております。当
社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、その費用等が当該監査役
の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、すみやかに当該費用又は債務を処理します。

⑫その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、会計監査人及び監査室と定期的な意見交換を行い、連携して監査の実効性を確保しております。

(2) 反社会勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　当社は、「倫理規程」を制定し、その中で役員及び従業員は社会の一員として法令を遵守する良識のある企業
人として、正々堂々と企業活動を行うために、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える団体や個人に対しては、
毅然とした態度で立ち向かい、一切の関係を持たない」としております。もし、不当な要求等があった場合には、
すみやかに顧問弁護士及び警察等の外部専門機関と連携し、組織として対処することとしております。

(3) 運用状況の概要
①コンプライアンスに対する取組みの状況

　当社は、役職員の職務執行が法令及び定款に適合し、且つ社会規範及び企業倫理を遵守した行動を取るため、
定期的に開催する社内研修や会議を通して役職員に対し、法令をはじめ、企業理念、経営方針並びに社内規程
等の遵守の徹底を図っております。
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②職務執行の適正性及び効率的に行われることに対する取組みの状況
　当事業年度は取締役会を13回開催し、会社の経営に係る重要事項の決定、各取締役の職務執行状況の報告及
び監督を行っております。これにより、経営に対する意思決定の実効性は確保されているものと考えておりま
す。
　また、各取締役は、管掌部門の月例会議に出席することで現状分析と改善を図り、目標達成に対し迅速な職
務執行が可能な体制となっております。

③損失の危機の管理に関する取組みの状況
　当社は各部門において、関連規程、決裁基準に基づき、定期的に所管業務の検証を行うことで、リスク管理
状況の点検、課題点の抽出並びに対応策の検討を行い、各部門のリスク対応の実施強化を図っております。

④当社及び子会社における業務の適正性に対する取組み
　当社の役職員が取締役、監査役に就任し、子会社の取締役等の職務の執行が適正且つ効率的に行われている
ことを監督し、これを確保する体制となっております。
　また、子会社の月例会議に出席することで事業計画の進捗状況等について必要な助言と指導を行っておりま
す。

⑤監査役の監査が実効的に行われることに対する取組み
　監査役会は、社外監査役2名を含む監査役3名で構成されております。監査役会は11回開催し、監査に関する
重要な事項について報告を受け、協議、決議を行っております。
　また、監査役は、取締役会や重要な会議への出席、会計監査人及び監査室との定期的な意見交換等により、
監査の実効性の向上を図っております。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付けております。
　利益配分につきましては、企業体質の強化と事業拡大のための内部留保の蓄積を図ると共に、長期的且つ総合
的な株主価値の向上を図るべく、期間業績に応じた利益還元を進めていくことを基本方針としております。
　このような考えのもと、当事業年度の配当につきましては、1株につき金7円の配当とさせていただきたいと存
じます。
　当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年2回を基本方針としております。また、これらの剰余金の配
当の決定機関については、期末配当を定時株主総会、中間配当を取締役会としております。
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連結株主資本等変動計算書
第52期（平成29年10月1日から平成30年9月30日まで） (単位：千円)

残高及び変動事由
株 主 資 本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,167,551 1,222,249 6,829,875 △317,943 8,901,732

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △300,615 △300,615

親会社株主に帰属する当期純利益 989,738 989,738

自 己 株 式 の 処 分 △372 1,552 1,179

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 24,107 24,107

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － 23,735 689,123 1,552 714,410

当 期 末 残 高 1,167,551 1,245,984 7,518,998 △316,390 9,616,143

残高及び変動事由
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 5,435 5,435 9,227 245,537 9,161,932

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △300,615

親会社株主に帰属する当期純利益 989,738

自 己 株 式 の 処 分 1,179

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 24,107

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 1,310 1,310 △1,157 △157,546 △157,393

当 期 変 動 額 合 計 1,310 1,310 △1,157 △157,546 557,017

当 期 末 残 高 6,745 6,745 8,069 87,991 9,718,950
（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表
(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等)
１．連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数　　　2社
連結子会社の名称　　株式会社新光電舎

双葉電気株式会社
②非連結子会社の名称等

京浜建設株式会社
加藤自動車販売株式会社
上記子会社は、小規模であり、同社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結計
算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等からみて持分法の対象から除いても
連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
なお、当連結会計年度より、連結子会社の双葉電気株式会社は決算日を3月31日から9月30日に変更してお
ります。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

 

時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの：移動平均法による原価法を採用しております。
②デリバティブ

時価法を採用しております。
③たな卸資産

主として個別法または最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

貸与資産 ：2～10年
建物及び構築物：7～50年

②無形固定資産（リース資産除く）
ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用し
ております。

③リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

③役員賞与引当金
役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

④役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、連結子会社は内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。
②その他の工事

工事完成基準を適用しております。
(6) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合
には、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：借入金利息

③ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを対象債務の範囲内で行っており、投機目的の
デリバティブ取引は行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法
当社では、特例処理を行っており、相場変動及びキャッシュ・フロー変動を相殺するものと想定するこ
とができるため、有効性の判定は省略しております。

(8) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却を行っております。

(9) 消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税については、税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)
 連結損益計算書
 　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「支払保証料」は「営業外費用」の総

額の100分の10以下となったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。
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(連結貸借対照表に関する注記)
１．有形固定資産の減価償却累計額 3,543,206千円

２．連結会計年度末日満期手形等
連結会計年度末日満期手形等の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満
期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形等の金額は、次のとおり
であります。
受取手形 27,082千円
電子記録債権 44,691千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 43,866,681株

２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金の支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日
平成29年12月22日

定時株主総会 普通株式 300,615千円 7円 平成29年9月30日 平成29年12月25日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決議予定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成30年12月21日
定時株主総会 普通株式 300,646千円 利益剰余金 7円 平成30年9月30日 平成30年12月25日

３．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 30,150株

9

連結注記表



2018/11/26 13:26:42 / 18472906_サコス株式会社_招集通知（Ｆ）

(金融商品に関する注記)
１．金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取組方針
当社及び連結子会社は、資金運用については安全性の高い預金等で運用し、資金調達については、銀行借入
及び社債発行による方針であります。また、デリバティブ取引については、リスクヘッジのために利用し、
投機目的の取引は行わない方針であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成30年9月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時　　　　価
（千円）

差　　　　額
（千円）

(1) 現金及び預金 2,665,513 2,665,513 －
(2) 受取手形及び売掛金 4,357,124
(3) 電子記録債権 1,349,729

貸倒引当金（※1） △7,554
5,699,299 5,699,299 －

(4) 投資有価証券 23,136 23,136 －
資産計 8,387,949 8,387,949 －

(1) 支払手形及び買掛金 3,598,269 3,598,269 －
(2) 社債（※2） 1,021,500 1,024,701 3,201
(3) 長期借入金（※3） 1,774,666 1,773,188 △1,477
(4) リース債務（※4） 1,376,797 1,377,380 583

負債計 7,771,232 7,773,540 2,307
デリバティブ取引 － － －

（※1）勘定ごとに計上している貸倒引当金を控除しております。
（※2）社債には、１年内償還予定の社債の金額を含んでおります。
（※3）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金の金額を含んでおります。
（※4）リース債務には、１年内に期限が到来するリース債務の金額を含んでおります。
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（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債
(1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(2) 社債
これらの時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割
り引いた現在価値により算定しております。

(3) 長期借入金、(4) リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入またはリース取引を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。ただし、変動金利による長期借入金につい
ては、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利
金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定す
る方法によっております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい
るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

2．非上場株式（連結貸借対照表計上額25,900千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められることから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。
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(企業結合等に関する注記)
共通支配下の取引等
子会社株式の追加取得
１．企業結合の概要
(1) 結合当事企業の名称及びその事業内容

結合当事企業の名称　　　　　双葉電気株式会社
事業の内容　　　　　　　　　工事用電気設備工事の設計監理及び請負

(2) 企業結合日
平成30年9月30日（みなし取得日）

(3) 企業結合の法的形式
非支配株主からの株式取得

(4) 結合後企業の名称
変更はありません。

(5) その他取引の概要に関する事項
追加取得した株式の議決権比率は35.3％であり、今後のグループ経営体制の強化・連結経営の効率化を
目的としたものであります。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ
き、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．子会社株式の追加取得に関する事項
取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　　現金 175,256千円
取得原価 175,256千円

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額 24,107千円

12
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(賃貸等不動産に関する注記)
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

(1株当たり情報に関する注記)
1株当たり純資産額 224円05銭
1株当たり当期純利益 23円04銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
第52期（平成29年10月1日から平成30年9月30日まで） (単位：千円)

残高及び変動事由

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当 期 首 残 高 1,167,551 165,787 1,056,461 1,222,249 126,100 5,300,000 1,302,177 6,728,277

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △300,615 △300,615

当 期 純 利 益 901,855 901,855

別 途 積 立 金 の 積 立 600,000 △600,000 －

自 己 株 式 の 処 分 △372 △372

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △372 △372 － 600,000 1,240 601,240

当 期 末 残 高 1,167,551 165,787 1,056,088 1,221,876 126,100 5,900,000 1,303,417 7,329,517

残高及び変動事由
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本

合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △317,943 8,800,134 5,435 5,435 9,227 8,814,797

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △300,615 △300,615

当 期 純 利 益 901,855 901,855

別 途 積 立 金 の 積 立 － －

自 己 株 式 の 処 分 1,552 1,179 1,179

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純額) 1,310 1,310 △1,157 152

当 期 変 動 額 合 計 1,552 602,420 1,310 1,310 △1,157 602,573

当 期 末 残 高 △316,390 9,402,555 6,745 6,745 8,069 9,417,370

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ
時価法を採用しております。

(3) たな卸資産
 

①商品　：個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく、簿価切下げの方法）を採用して
おります。

 

②貯蔵品：最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく、簿価切下げの方法）を
採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

貸与資産：2～10年
建物 ：7～50年

(2) 無形固定資産（リース資産除く）
のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却を行っております。
ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用して
おります。

(3) リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。
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４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

５．ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合に
は、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：借入金利息

(3) ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを対象債務の範囲内で行っており、投機目的のデ
リバティブ取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
当社では、特例処理を行っており、相場変動及びキャッシュ・フロー変動を相殺するものと想定すること
ができるため、有効性の判定は省略しております。

６．消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税については、税抜方式によっております。
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(貸借対照表に関する注記)
１．有形固定資産の減価償却累計額 3,423,119千円
２．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 234,782千円
長期金銭債権 31,700千円
短期金銭債務 411,905千円
長期金銭債務 1,296千円

３．期末日満期手形等
期末日満期手形等の会計処理については、当事業年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行
われたものとして処理しております。期末日満期手形等の金額は、次のとおりであります。
受取手形 27,082千円
電子記録債権 7,101千円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

営業取引
売上高 209,659千円
仕入高 2,453,348千円
販売費及び一般管理費 202,463千円

営業取引以外の取引高 38,075千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度末日における自己株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 917,153株

(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 13,173千円
固定資産評価損 52,480千円
賞与引当金 84,921千円
一括償却資産 39,712千円
資産除去債務 22,272千円
その他 75,538千円
繰延税金資産計 288,099千円
評価性引当額 △92,381千円
繰延税金資産合計 195,717千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △10,770千円
その他有価証券評価差額金 △2,974千円
繰延税金負債合計 △13,744千円
繰延税金資産の純額 181,973千円
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(関連当事者との取引に関する注記)
親会社及び主要株主等

属性 会社等
の名称 住所

資本金又は
出　資　金
（千円）

事業の内容
又 は 職 業

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
西尾レ
ントオ
ール㈱

大阪市
中央区 8,100,835

建設・設備
工事用機器
及びイベン
ト・産業用
関連機材の
賃貸

（被所有）
直接
83.7％

兼任
2人

建 設 機
械 の 賃
貸借等

建設機械の賃
借及び仕入 2,316,518 買掛金 375,310

（注）1．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。
2．取引条件及び取引条件の決定方針等

建設機械の賃借及び仕入については、一般に行われている取引条件と同一の基準により決定しております。

(1株当たり情報に関する注記)
1株当たり純資産額 219円08銭
1株当たり当期純利益 21円00銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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